
し、委第５号

令和８年度　ダイオキシン類等測定業務

令和８年６月４日

契約締結の日 ～ 令和９年３月19日

円 

契約金額は、入札書記載金額に10／100を加算した額である。

様式第３号（第２条関係）

入札調書

契 約 番 号

件 名

入 札 執 行 日

履 行 期 間

825,000契 約 金 額

業者番号 業者名 ２ 回 目 備 考

363
一般財団法人　岐阜県公衆
衛生検査センター

800,000

１ 回 目

7055
環境未来　株式会社　中部
営業所

915,000

3682
エヌエス環境　株式会社
中津川事務所

1,080,000

2590
株式会社　環境総合リサー
チ　岐阜営業所

850,000

2669
中外テクノス　株式会社
中部支社

750,000 決定

以下、余白

開札立会者 総務課経営財務係長



新、委第１号

次期ごみ処理施設整備に係る環境影響評価業務

令和８年６月17日

契約締結の日 ～ 令和12年３月29日

円 

契約金額は、入札書記載金額に10／100を加算した額である。

開札立会者 総務課経営財務係長

2669 中外テクノス　株式会社　中部支社 107,700,000

2436
復建調査設計　株式会社　名古屋支
店

75,500,000 決定

2520
日本工営都市空間　株式会社　可茂
事務所 129,800,000

3446
株式会社　エイト日本技術開発　岐
阜事務所 150,000,000

7601

2561
八千代エンジニヤリング　株式会社
岐阜事務所 137,700,000

2542 株式会社　オオバ　岐阜営業所 辞退

2498 日本工営　株式会社　岐阜事務所 136,500,000

2480 国際航業　株式会社　岐阜営業所 137,000,000

2515 応用地質　株式会社　岐阜営業所 辞退

2510
パシフィックコンサルタンツ　株式
会社　岐阜事務所 195,620,000

様式第３号（第２条関係）

入札調書

契 約 番 号

件 名

入札執行日

履 行 期 間

83,050,000契 約 金 額

業者番号 業者名 ２ 回 目 備 考１ 回 目

2416
株式会社　建設技術研究所　岐阜事
務所 143,330,000

株式会社　環境技術センター　名古
屋営業所 93,720,000

2583
株式会社　日建技術コンサルタント
岐阜営業所 117,000,000

2500
日本水工設計　株式会社　岐阜事務
所

辞退

2571
中日本建設コンサルタント　株式会
社　岐阜事務所 138,000,000

6395
株式会社　東和テクノロジー　中部
営業所 185,000,000

9908
株式会社　エックス都市研究所　中
部事務所 辞退



不、原第13号

令和８年度　破砕設備整備工事用部材購入

令和８年６月19日

契約締結の日 ～ 令和９年２月26日

円 

契約金額は、入札書記載金額に10／100を加算した額である。

様式第３号（第２条関係）

入札調書

契 約 番 号

件 名

入 札 執 行 日

履 行 期 間

18,920,000契 約 金 額

業者番号 業者名 ２ 回 目 備 考

9265 極東開発工業　株式会社 辞退

１ 回 目

以下、余白

10172 地球環境開発　株式会社 17,200,000 決定

開札立会者 総務課経営財務係長



様式第１号（第２条関係）

17,710,000 円

1,610,000 円

19,965,000 円

18,150,000 円

№ １回目 ２回目

1 31,000,000

2 19,185,000

3 辞退

4 辞退

5 16,100,000

6 辞退

7 辞退

8 39,400,000

9

10

開札立会者 総務課経営財務係長

契約番号 可、工第36号

件名 令和８年度　可燃棟内照明器具更新工事

契約の相手方
岐阜県美濃加茂市本郷町６丁目１１‐１４
弘明電気工業　株式会社

入札執行日 令和８年６月24日

契約金額

事業場所
岐阜県可児市塩河839番地　可茂衛生施設利用組合
ささゆりクリーンパーク地内

契約締結日 令和８年６月24日

履行期間 契約締結の日 ～ 令和９年３月19日

金額の単位：円

業者名

ハセテック工業　株式会社

株式会社　福電事業

有限会社　可児電設

有限会社　三起電気工業

弘明電気工業　株式会社

有限会社　中濃電工社

株式会社　山和

入
札
参
加
業
者
及
び
入
札
経
過

入札結果調書

有限会社　本田電気

以下、余白

業者選定理由等
可茂衛生施設利用組合競争入札参加者選定要綱第９条、第10条及び第13条の規定に
基づき選定

事業種別 電気

事業概要
2023年11月の「水銀に関する水俣条約 第５回締約国会議」において、一般照明用
の蛍光ランプの製造・輸出入が2027年までに段階的に廃止することが決定されたた
め順次LED更新を行う。

内消費税額

予定価格

入札書比較価格

契約方法 指名競争入札


